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改革改善
の考え方

①問題
点

１　生活保護費の適正な支出、生活相談への適切な対応
２　平成27年度からの生活困窮者支援制度とうまく連携できるようにすること。

②改革
提案

　対象者が抱える問題が多岐に亘り、一人ひとりの問題解決に多くの時間を必要とするが、懇切丁寧な対応に努め、
真に支援を必要とする人へ支援を行う。医療扶助においては電子レセプトシステムを有効に活用し重複受診等の指導
を行う。

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

必要な人に必要な支援が行えている。就労については、ハローワークとの関係をより密接にし、効果的な支援ができるよう引き
続き努力する。

総事業費①+② 715,222 710,839 753,199 680,083

14,600 14,600

臨時職員所要時間

一般財源 166,249 187,263 168,547 156,945

人件費計（千円）② 52,210 52,210

正規職員所要時間

起債

その他

474,457 505,576 510,482 506,138

県支出金 22,306 18,000 21,960 17,000

事業費計（千円）① 663,012 710,839 700,989 680,083 （国）生活保護措置負担金（3/4）510,107千円
（国）生活保護適正実施推進事業補助金
（10/10）375千円
（県）生活保護措置負担金（1/4）19,547千円
（県）住宅支援給付等補助金（10/10）2,413千
円

国庫支出金

事業コスト 25年度決算額 26年度予算額 26年度決算額 27年度予算額 特定財源内訳、補足

26
年
度
事
業
内
容

１　生活保護制度実施
（１）相談受付（生保相談以外も含む・実件数）
（２）申請受付、調査、決定業務
（３）扶助給付（生活・住宅・教育・介護・医療・出産・生業・葬祭扶助）
（４）生活指導
(5)救護施設・授産施設措置
２　適正実施推進事業(生活保護）を統合
（１）生活保護適正実施のための事務処理
（２）生活保護システムの維持管理更新
（３）新規従事者について社会福祉主事資格取得
（４）電子レセプト活用による医療扶助の適正化

１
（１）相談件数
（２）申請受付件数
（３）年度末生保世帯数
（４）生活指導
（５）救護施設・授産施設措置
２
（１）システムリース保守点検
（２）レセプト点検件数
（３）資格取得者数

１
（１）543件
（２）102件
（３）383世帯
（４）相談及び生保全世
帯
（５）救護措置53
２
（１）一式
（２）7,621件
（３）２名

事業内容 名称 活動指標

定性
目標

事
業
概
要

　生活保護は暮らしに困っている人のための制度で、日本国憲法第25条「すべての国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権
利を有する」の理念に基づき制定された生活保護法により、国が暮らしに困っている人に対して最低限度の生活を保障するための必要
な給付を行うとともに、自立して生活していけるように援助することを目的としている。
　市福祉事務所では、生活保護制度実施のための相談、申請処理、給付、生活指導、自立支援等の業務を行っている。特に自立支援
の取組を強化し、それぞれの人に合った自立を目指す。事業の適正な実施のため、生活保護システムを活用、また、平成24年４月から
は電子レセプトシステムも導入し、医療扶助の適正化を図っている。

成果
指標

生保世帯就労支援により就労開始及び増収により自立
／生保世帯数　　（％）

5.5 4.4 5.5 6

成果
指標

申請受付件数／生活保護相談件数　　（％） 25 24 28 30
近年申請件数/相談
件数は上がっている

目
標

種別 指標名及び単位 26年度計画 26年度実績 27年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

相談件数（実件数・件）　（最終目標
は過去３年間の相談平均件数）

543向上させたい上位施
策の成果指標

生活保護を受けている人の割合　 ‰（１０００人当たりの
割合）

生保人数／飯田市全人口　（‰） 460/104,284
意図（どういう状態
にするか）

１　最低限度の生活を保障するための必要な給付により
安定・安心な生活を送る
２　就労支援等の自立支援を行い、就労等により生活力
の向上を図る

目
的

対象（誰・何を） 生活に困っている人

対
象
指
標

指標名及び単位 26年度数値

施策 36 生活困難者の自立及び支援
基本計画上
の位置づけ

政策 3 健やかに安心して暮らせるまちづくり

H27担当課等名 福祉課 H27係等名 生活福祉係 H26係等名 生活福祉係

平成26年度事務事業実績評価表 政策№

開始 終了
事務事業名 生活保護措置事業

会計 一般会計
10 42

事業種別 政策

3 施策№ 36 事業№


